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研究成果の概要（和文）：本研究では、水害軽減と多面的な評価向上（コストや生活利便性等）を図る将来の土
地利用配置を把握することを目的に、（1）水害軽減に向けた複数の対策メニューの検討およびその費用対効果
の把握、（2）費用便益評価に基づく各対策の適正配置の把握、（3）水害軽減を考慮した居住誘導シナリオの生
活利便性評価の把握をそれぞれ行った。その結果、エリアの特性（浸水深や将来人口分布、建物の集積状況、建
物の耐用年数等）によって有効な対策が異なること、居住誘導が有効とされるエリアから居住誘導区域への人口
集約は生活利便性向上にも一定程度有効であることが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：In this study, to understand the future land use distribution for flood 
mitigation and improvement of multi-evaluation (cost, life convenience, etc.), (1) a menu of 
multiple countermeasures for flood mitigation and their cost effectiveness were examined, (2) the 
appropriate distribution of each measure based on cost-benefit evaluation was identified, and (3) 
population distribution scenarios considering flood damage mitigation were evaluated from the 
viewpoint of life convenience, respectively.As a result, effective measures differ depending on the 
characteristics of the area (inundation depth, future population distribution, building 
concentration, building service life, etc.), and the population concentration to the residential 
attraction area from the areas where the residential movement is effective as a flood mitigation 
measure in terms of a cost-benefit can improve the index of life convenience.

研究分野：都市計画
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
人口減少による財政状況の悪化と気候変動による記録的大雨の増加がみられる近年の状況下においては、水害軽
減を考慮しつつ、人口減少に対応した土地利用再編が必要であり、水害軽減・防止、対策実施コストの費用便
益、生活利便性といった複数の観点から有効な将来の土地利用配置を明らかにした点に社会的意義がある。
また、これまで水害対策としては従来の土木インフラといったハード整備や土地利用規制といったソフトな対策
が行われてきたが、各水害軽減策の費用便益評価を行い、これらを組み合わせ、費用便益の観点から対策の適正
配置を検討した研究はなく、その点に学術的意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 近年、気候変動の影響により、雨の降り方が局地化、集中化、激甚化しており、実際に記録的
大雨（1 時間降雨量 50mm 以上）の頻度も増加している。また、我が国は、洪水氾濫域（洪水時
の河川水位より地盤面が低い区域）に人口の約半分、資産の約 4 分の 3 が集中する国土環境に
あるため、毎年、全国各地域で河川氾濫による甚大な被害が発生している。 

このように記録的大雨が増加傾向にあり、水害に対して脆弱な国土環境を有する日本では、水
害を軽減するようなまちづくりが重要である。水害の被害軽減、防止策の 1 つとして、従来行わ
れてきた河川改修事業やダム建設といった土木インフラの整備が挙げられる。しかし、人口減少
による財政状況の悪化と気候変動による記録的大雨の増加がみられる現在の状況下では、イン
フラ整備のみによる水害対策は能力的、財政的に困難と考えられる。そのため、インフラ整備と
合わせて、適切な土地利用コントロール（水害危険エリア外への居住誘導等）による水害軽減も
重要と考えられるが、これら対策はエリアの浸水リスクや将来の人口分布、建物集積状況等によ
って費用対効果は異なると考えられる。そのため、各対策の費用便益を比較することで、どのよ
うなエリアでどのような対策の費用対効果が高い（低い）かを定量的に明らかにし、適材適所で
効果的な対策を行う必要があると考えられる。また、日本の多くの都市は人口減少およびそれに
伴う市街地の低密度化によって、多くの都市問題（生活利便性の低下、インフラコストの増大等）
が生じており、将来の都市構造のあり方として「集約型都市構造」の必要性が指摘されている。
そのため、水害リスク軽減の視点を考慮しながら、人口減少に対応した将来の集約型都市構造の
検討を進める必要があるものの、水害リスクが高いと考えられるエリアは都市中心部に分布す
る場合も多く、水害軽減の視点から将来の土地利用再編を行う場合、トレードオフ効果（例：水
害が軽減されても生活利便性は低下する等）がみられる場合もあり得る。そのため、水害軽減と
生活利便性向上が両立するような将来の土地利用配置を検討する必要がある。 
 
２．研究の目的 
以上の研究背景より、本研究では、平成 30 年 7 月豪雨において河川氾濫により甚大な被害を

受けた広島県三原市を対象に、（1）水害軽減に向けた複数の対策メニューの検討およびその費用
対効果の把握、（2）費用便益評価に基づく各対策の適正配置の把握、（3）水害軽減を考慮した居
住誘導シナリオの生活利便性評価の把握を目的とした。 
 
３．研究の方法 
（1）水害軽減に向けた複数の対策メニューの検討およびその費用対効果の把握 

本研究では、2050 年を想定し、水害対策メニューとして、「土木インフラ整備」、「高床化」、
「建物移転」、「立地適正化（建築規制＋誘導）」、「立地適正化＋高床化」の 5 つをそれぞれ検討
することとした。また、本研究では洪水対策実施により削減できる資産被害額（浸水被害軽減費）
を便益とし、上記対策の浸水被害軽減費を算出した。具体的には、対象地における浸水エリア及
びその浸水深と浸水により被害が想定される資産額を 100m メッシュ単位で算出し、浸水深に応
じた資産被害率を乗じることで洪水対策実施前の被害額を算出した。本研究では、平成 30 年 7
月豪雨相当の降雨を想定していることから、浸水エリアは平成 30 年 7 月豪雨の浸水実績エリア
とし、浸水深については三原市作成の罹災証明書データと浸水想定区域を用いて算出した。各対
策の費用については、参考文献 1～5をもとに表 1 の通り、費用原単位を設定することで算出し
た。 
・土木インフラ整備 

沼田川水系の河川激甚災害対策特別緊急事業 1)（以後：激特事業）を参考に、対象地の河川（沼
田川、梨和川、天井川、菅川）における河道掘削及び堰改築・撤去による河積の確保と築堤・護
岸の整備を土木インフラ整備による対策
とした。費用については、激特事業による
と、土木インフラ整備事業費は約 53 億円
とされているため、これを建設費として
用いることとした。また土木インフラは、
性能劣化を防ぐために維持管理・更新が
必要であることから、その費用算出につ
いても検討した。文献 5 によると建物の
ライフサイクルコストのうち、建設費は
全体の 14.8％、維持更新費は 27.2％を占
めることから、建設費に対する維持更新
費の割合に建設費を乗じ、維持更新費を
算出した。 
・高床化 

浸水エリア内建物を対象に、建物の床

対策メニュー 費用項目 算出方法

①土木
インフラ

事業費 150.41（億円）×氾濫原エリアの工事距離の割合
÷氾濫原エリアのメッシュ数維持更新費

②高床化 直接工事費 35.3（千円/㎡）×１階床面積（建築面積）

③建物移転

宅地造成費 46.2（千円/㎡）×１階床面積

建物建設費 194.65（千円/㎡）×延床面積

インフラ整備費 1.01（千円/㎡）×１階床面積

移住跡地解体費 14.46（千円/㎡）×延床面積

④立地適正化

除却等費 耐用年数を超える建物＝
9.03（千円/㎡）×延床面積＋17.65×１階床面積
耐用年数を超えない建物＝
48.04（千円/㎡）×延床面積＋17.65×１階床面積

建設助成費

移転先高床工事費

⑤立地適正化
＋

高床化

除却等費 耐用年数を超える建物＝
9.03（千円/㎡）×延床面積＋17.65×１階床面積
耐用年数を超えない建物＝
35.3（千円/㎡）×１階床面積

移転先高床工事費

直接工事費

表 1. 各対策の費用項目と算出方法 



基礎を持ち上げることを対策とし、これにより浸水被害が生じないこととした。また文献 2 を参
考に、非耐水化建築の床基礎を 0.5m とし、非耐水化建築から 1.0m（1 階床高：GL+1.5mm）持ち
上げた建築様式を基本とした。これをもとに、建物が立地するエリアの浸水深に応じて、浸水被
害が生じないように床の高さを変更することとした。費用については、床基礎を持ち上げる工事
費が生じると想定し、浸水深別床面積あたりの工事費に床面積を乗じて算出した。 
・建物移転 

浸水エリア内の建物を浸水エリア外へ移転させる対策とし、これにより浸水による建物被害
が生じないこととした。費用については、宅地造成費、建物建設費、インフラ整備費、移転跡地
解体費が生じるとし、単位面積あたりの費用を設定し、延べ床面積を乗じることで算出した。 
・立地適正化（建築規制＋誘導） 

浸水エリア内における新規建築と更新を規制し、浸水エリア内の建物を三原市設定の居住誘
導区域に誘導することとした。費用については、2050 年に耐用年数を超える建物と超えない建
物をそれぞれ分けて算出した。2050 年までに耐用年数を迎える建物は、移住跡地建物解体費の
み生じるとし、2050 年までに耐用年数を超えない建物は、居住誘導時に補助金等も生じると考
え、がけ地近接等危険住宅移転事業を参考に除却費等に加え建設助成費が生じることとした。 
・立地適正化＋高床化 

「立地適正化」と「高床化」の対策を組み合わせた対策で、2050 年に耐用年数を超える浸水
エリア内の建物は「立地適正化（建築規制＋誘導）」、2050 年に耐用年数を超えない浸水エリア
内の建物は「高床化」を適用することした。 
（2）費用便益評価に基づく各対策の適正配置の把握 
 （1）で検討した対策の費用便益評価を用いて、費用対効果の観点より、水害対策の適正配置
を検討した。具体的には、各対策の費用便益比（B/C）を比較し、最も費用便益費が高い対策配
置の把握（費用便益比最大の対策分布図）と、費用便益と水害軽減の観点から有効な対策一覧分
布図（費用便益比 1 以上の全対策分布図）の把握を行った。 
（3）水害軽減を考慮した居住誘導シナリオの作成とその生活利便性評価 
 （2）で把握した費用便益比最大の対策分布図から、水害軽減に向けた将来の土地利用シナリ
オを作成し、それらを生活利便性の観点より評価した。具体的には、三原市都市計画区域を対象
に、居住誘導が最も効果的な対策とされたエリアから、三原市策定の居住誘導区域へ居住誘導を
行った際の人口分布シナリオ（100m メッシュ単位）と 2050 年まで現状の土地利用が維持された
まま人口が推移するシナリオ（現状推移シナリオ）をそれぞれ作成し、シナリオ別に生活利便性
（商業施設、福祉施設、医療施設、公園などの日常生活サービス施設の徒歩圏（800m）人口カバ
ー率）をそれぞれ算出し、比較した。なお、各施設の徒歩圏域は道路ネットワークデータと ArcGIS
の Network Analyst を用いて到達圏（800m）を算出し、各シナリオの人口分布と重ね合わせるこ
とで圏域人口を算出した後、都市計画区域の全人口で除し、人口カバー率を算出した。 
 
４．研究成果 
 主な研究成果を以下に示す。 
（1）水害軽減に向けた複数の対策メニューの検討およびその費用対効果の把握 
 各対策の費用（B）を便益（C）で除すことで、対策別の費用便益比（B/C）を 100m メッシュ単
位で算出した。費用便益比が 1 以上であれば、便益が費用を上回るため、防災と財政の両視点か
ら対策実施が望ましいといえる。図 1 に対策別費用便益比の分布図を示す。 
・土木インフラ整備 

費用便益比 10 以上のメッシュが最も多い一方で、費用便益比が 1未満のメッシュも多い。氾
濫原エリア別にそのエリア内にあるメッシュの費用を均一としたため、同一氾濫原エリアの中
でも建物や人口等が集中し、被害額が大きいエリアでは費用便益比が高くなる傾向がみられ、そ
れに対して、建物数が少なく、被害額が小さいような農村地域で低くなったと考えられる。 
・高床化 

「土木インフラ整備」や「立地適正化」に比べて、費用便益比が 2以上のメッシュは少ないが、
1 を超えるものは多く、それらが偏りなく分布している。そのため、多くのエリアで有効な対策
と考えられる。また、人口が多い場所（本郷駅周辺）で費用便益比が大きい。 
・建物移転 

ほぼ全てのメッシュで費用便益比が 1 未満であり、費用対効果は小さいと考えられる。これ
は、浸水被害削減費に比べ、新たに住宅地等を整備するコストの方が大きいためと考えられる。 
・立地適正化（建築規制＋誘導） 

費用便益比 1 以上のメッシュ数が多く、費用便益比の高いメッシュが大半を占めているため、
多くのエリアで効果的な対策と考えられる。また、浸水深が大きい場所で費用便益比が大きい傾
向にある。これは、浸水深が大きいほど浸水被害も大きいため、対策によって生じる費用に対し
て、得られる便益の方が大きいためと考えられる。 
・立地適正化＋高床化 

「立地適正化」の費用便益比分布と概ね同様の分布となった。これは、2050 年までに耐用年
数を超える建物が浸水エリアに多く立地しており、それら建物の新築規制と居住誘導の費用対
効果が高いためと考えられる。 



（2）費用便益評価に基づく各対策の適正配置の把握 
 各対策の費用便益比を比較し、費用便益比

が最も高い対策メニューの抽出を行った（図 1
右下）。その結果、「土木インフラ整備」、「立地
適正化」、「立地適正化＋高床化」の 3 つが抽
出された。また、「立地適正化」と「立地適正
化＋高床化」の費用便益比が同値で、その値が
最大となるメッシュが多数存在した。これは、
両対策で共通する、耐用年数超過建物の誘導
による費用便益比であるため、「立地適正化」
及び「立地適正化＋高床化」とは分けて表示し
た（凡例：耐用年数超）。対象としたエリアに
は耐用年数を超える建物のみのメッシュが多
数存在するため、将来的な建築規制（浸水エ
リア内の新規建築を認めない）や適切な居住
誘導（浸水エリア外居住）が浸水被害軽減に
有効と考えられる。 

次に、土木インフラ整備導入エリアについ
て再検討した。土木インフラ整備は、河川後背
地の被害軽減を想定し、実施されるもので、そ
の整備効果も広範囲に及ぶと考えられる。そ
のため、土木インフラ整備については、氾濫原
エリア別の費用便益評価を用いて適正配置を
検討することとした（図 2）。具体的には、氾
濫原エリア「ウ」、「オ」では、土木インフラ整
備の費用便益比が最も大きいため、エリア
「ウ」、「オ」では、土木インフラ整備を実施す
ることとし、残りのエリアについては、土木
インフラ整備以外の対策で、再度、費用便益
比が最も高い対策を抽出した（図 3）。図 3 に
示す各対策の配置が、最も費用対効果が大き
い対策配置といえる。 
 最後に、対象地においてエリア別に有効な
洪水対策の選択肢を示すことを意図し、費用
便益比が最も高い対策だけでなく、費用便益
比1以上の対策すべてを100mメッシュ単位で
抽出した（図 4）。図 4 より、氾濫原エリア「ウ」
と「オ」以外では多くのエリアで複数の対策が
抽出されており、これらは地域の被害軽減策
の選択肢となり得る。そのため、対策一覧分布
図を参考に各エリアの状況や住民意向に合わ
せて実施すべき対策を選択することも可能
と考えられる。 
 

図 1 各対策の費用便益比分布図（①～⑤）と費用便益が最大となる対策組み合わせ分布図（右下図） 

図 2 氾濫原エリア別費用便益比 

図 3 費用便益評価に基づく各対策の適正配置図 

図 4 有効対策分布図（費用便益比 1 以上の対策） 



（3）水害軽減を考慮した居住誘導シナリオの作成とその生活利便性評価 
（2）で把握した費用便益評価に基づく各

対策の適正配置図を用いて、「居住誘導」が
有効な対策とされたエリアから、三原市策定
の居住誘導区域に居住誘導を行った際の人
口分布シナリオ（100m）を作成し、それらを
生活利便性の観点から評価した。具体的に
は、「立地適正化」、「耐用年数超」、「立地適
正化＋高床化」が有効とされたエリアの人口
を居住誘導区域に集約したシナリオ（シナリ
オ 1）と「耐用年数超（耐用年数を超える住
宅のみの居住誘導）」が有効とされたエリア
の人口のみを居住誘導区域に集約したシナ
リオ（シナリオ 2）をそれぞれ作成した（図
5）。なお、集約先の居住誘導区域も浸水想定
区域と重なるエリアが多く、一定程度浸水リ
スクがあると考えられることから、集約エリ
アは想定浸水深が 1m 以下かつ居住誘導区域
のエリアとした。その後、商業施設、医療施
設（病院）、福祉施設、公園からの徒歩圏人
口カバー率を各シナリオで算出し、現状推移
シナリオ（BAU）との比較を行った。 
 その結果、シナリオ 1 とシナリオ 2 のど
ちらも現状推移シナリオより生活利便性が
高い傾向がみられたことから、水害対策の費
用便益評価を考慮した土地利用再編（居住誘
導）には、水害による被害軽減だけでなく、
生活利便性向上が一定程度期待できると考
えられる。そのため、本研究が対象とした三
原市本郷都市計画区域では、費用便益評価に
基づく浸水リスクの低い居住誘導区域への
居住誘導が水害リスク低減と生活利便性向
上に資する土地利用配置と考えられる。ただ
し、現状推移シナリオの人口カバー率（商業：
66.2%、医療：43.4%、福祉：37.1%、公園：
71.5%）に対して、シナリオ 1 では平均して
約 1.1 倍程度の人口カバー率（商業：66.9%、
医療：47.8%、福祉：41.2%、公園：78.7%）、
シナリオ 2 では 1.04 倍程度の人口カバー率（商業：67.3、医療：45.5%、福祉：39.0%、公園：
74.8%）であったことから、その効果は大きくない。これは、都市計画区域全体の人口に対して、
居住誘導人口が大きくないこと、また居住誘導区域の中心部が生活利便性の高いエリアである
ものの、そのエリアは浸水リスクが高いことから、居住誘導先から除外されたことが要因と考え
られる。 
 今後は、居住誘導を行ったエリアの再自然化（グリーンインフラ化）といった土地利用再編を
行い、河川上流域でのグリーンインフラ実施による貯留機能向上がもたらす下流域の浸水リス
ク低減効果を評価すること、また浸水リスクが低減したエリアへの人口集約がもたらす生活利
便性向上効果を評価する予定である。 
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